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空手ツーリズム受入体制構築事業補助金交付要綱

（通則）

第１条 空手ツーリズム受入体制構築事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関

しては、沖縄県補助金等の交付に関する規則（昭和47年沖縄県規則第102号）に定める

もののほか、この要綱に定めるところによる。

（目的）

第２条 この補助金は、沖縄空手を活用した観光コンテンツの造成に要する経費の一部

を補助することにより、沖縄空手を文化観光資源として活用した「空手ツーリズム」

を推進し、沖縄空手の持続的な発展及び沖縄観光の推進に資することを目的とする。

（補助対象事業）

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、県内の観

光関連事業者又はこれらの事業者を含む共同企業体等が行う事業であり、別に定める

募集要項等に基づき採択された事業とする。

（補助対象事業者）

第４条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象事業者」という。）は、県内に主た

る事業所を有し、かつ、観光関連事業を行う団体であって、次の各号に定める団体又

はこれらの団体を含む共同企業体とする。

⑴ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）に規定する一

般社団法人及び一般財団法人

⑵ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）に規

定する公益社団法人及び公益財団法人

⑶ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号）

に規定する特例民法法人

⑷ 特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）に規定する特定非営利活動法人

⑸ 会社法（平成17年法律第86号）に規定する株式会社（特例有限会社を含む。）、合名

会社、合資会社及び合同会社

⑹ その他知事が適当と認める団体

（補助対象経費及び補助率）

第５条 補助対象経費、補助率及び補助金額は別表に掲げるとおりとする。

（補助金の交付限度額）

第６条 知事は、予算の範囲内において補助金を交付することができる。
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（補助金の交付申請）

第７条 補助金の交付を申請しようとする補助対象事業者（以下「申請者」という。）は、

様式第１号による補助金交付申請書を知事に提出しなければならない。

（補助金の交付決定）

第８条 知事は、前条の申請を受けたときは、その内容を審査し、適当であると認めた

ときは、交付すべき補助金の額を決定し、申請者に通知するものとする。

２ 知事は、前項の通知に際して必要な条件を付することができる。

（事業内容及び経費配分の変更）

第９条 前条の補助金の交付決定通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交

付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容及び経費区分の配分を変更す

る場合は、あらかじめ様式第２号による計画変更承認申請書を知事に提出し、その承

認を受けること。ただし、次に掲げる軽微な変更についてはこの限りではない。

(1) 補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、事業能率を低下させない事業計

画の細部の変更である場合

(2) 別表に定める経費の区分間におけるいずれか低い額の20パーセント以内の額の配

分を変更する場合

（補助事業の中止又は廃止）

第10条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめ様式第３号に

よる中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

（事故報告）

第11条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行

が困難となった場合は、速やかに様式第４号による事故報告書により、知事に報告を

行い、その指示を受けなければならない。

（産業財産権に関する届出）

第12条 補助事業者は、補助事業等に基づく発明、考案等に関して特許権、実用新案権、

意匠権若しくは商標権等（以下「産業財産権」という。）を取得した場合、又はこれら

を譲渡し若しくは実施権を設定した場合には、遅滞なく様式第５号による産業財産権

届出書を知事に提出しなければならない。

（申請の取下げ）

第13条 補助事業者は、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、補助金の交付

決定の通知を受けた日から起算して10日を経過した日までに、様式第６号による交付

申請取下げ書を知事に提出しなければならない。

（遂行状況報告）



- 3 -

第14条 補助事業者は、補助事業の遂行の状況に関し知事が報告を求めたときは、様式

第７号による遂行状況報告書を知事に速やかに提出しなければならない。

（立入検査）

第15条 知事は、必要があると認めるときは、当該補助事業を行う者若しくはこれらの

者であった者に対して報告をさせ、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、

帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

（実績報告）

第16条 補助事業者は、補助事業が完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）したときは、

その日から起算して30日を経過した日又は交付決定に係る年度の３月15日のいずれか

早い日までに様式第８号による実績報告書を知事に提出しなければならない。

２ 補助事業者が前項の実績報告書をやむを得ない理由により提出できない場合、知事

は提出期限について交付決定に係る年度の３月31日まで猶予することができる。

（補助金の額の確定等）

第17条 知事は、前条第１項の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要

に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決

定の内容（第９条の規定に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれ

に付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業

者に通知するものとする。

２ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。

３ 前項の返還の期限は、当該命令のなされた日から20日以内とし、期限内に納付がな

い場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利10.95パーセン

トの割合で計算した延滞金を徴するものとする。

（交付決定の取消し等）

第18条 知事は、第10条の補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は次に掲

げる場合には、第８条の交付決定の全部若しくは一部を取消し又は変更することがで

きる。

(1) 補助事業者が、法令、この要綱又はこれらに基づく知事の処分若しくは指示に違

反した場合

(2) 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合

(3) 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適切な行為をした場合

(4) 交付決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要

がなくなった場合

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補

助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ず

る。
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３ 知事は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除き、その

命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利10.95パーセント

の割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。

４ 第２項に基づく補助金の返還については、前条第３項の規定を準用する。

５ 知事は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めたときは、延滞金

又は加算金の全部又は一部を免除することができる。

６ 第１項から前項までの規定は、補助事業について交付すべき補助金の額を確定した

後においても適用があるものとする。

（補助金の支払）

第19条 補助金は、第17条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支

払うものとする。ただし、必要があると認められる経費については、概算払をするこ

とができる。

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、様式第９

号による精算払請求書又は様式第９号の２による概算払請求書を知事に提出しなけれ

ばならない。

（財産の管理等）

第20条 補助事業者は、補助対象経費（補助事業の一部を第三者に実施させた場合にお

ける対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」

という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管

理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。

２ 補助事業者は、取得財産等について、様式第10号による取得財産等管理台帳を備え、

管理しなければならない。

３ 補助事業者は、当該年度に取得財産等があるときは、第14条に定める報告書に様式

第10号の２による取得財産等管理台帳明細表を添付しなければならない。

（財産の処分の制限）

第21条 補助事業者は、取得財産等のうち、取得単価又は増加価格が１件当たり50万円

以上の機械、器具、備品及びその他の財産については、補助事業の完了後においても

知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供してはならない。

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとする場合は、様式第11号による財産処分承

認申請書を知事に提出しなければならない。

（産業財産権に関わる収益納付）

第22条 補助事業者は補助事業の実施中及び終了後一定期間内に、当該補助事業に基づ

く産業財産権を取得した場合、その産業財産権の譲渡又は実施権の設定及びその他当

該補助事業に基づく成果の他への供与による収益が生じたときは、様式第12号による

収益状況報告書を知事に提出しなければならない。
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２ 知事は前項の報告に基づき相当の収益を生じたと認定したときは、補助事業者に対

し交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付させることができるもの

とする。

３ 知事は、前項の認定に際して必要な条件を付することができる。

（補助金の経理）

第23条 補助事業者は、補助対象経費については、帳簿及びすべての証拠書類を備え、

他の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければ

ならない。

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類並びに関係書類を補助事業の完了（廃止の

承認を受けた場合を含む。）の日の属する年度の終了後５年間、知事の要求があったと

きは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければならない。

附 則

この要綱は、令和５年７月３日から施行する。
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別表（第５条関係）

対象経費

補助対象事業名 補助率及び

経費区分 内容 補助金額

空手ツーリズム 人件費 給料及び通勤手当、福利厚生費 対象経費の

受入体制構築事 80％以内

業 事業費 賃金、報償費、旅費、需用費、役務費、使

用料及び賃借料、委託料、その他知事が必 上限500万円

要と認める経費

備考 １ 補助対象経費から補助事業の実施に伴う収入額（税抜）を控除した額と、補

助対象経費に補助率を乗じた額のいずれか低い額を補助金の額とする。

２ 消費税及び地方消費税は補助対象外とする。

３ 補助金の合計額に千円未満の端数が生じた場合は、それを切り捨てるものと

する。


